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地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 199 条第 14 項の規定により知事等関係機関から監査の結果に基づいて措置

を講じた旨の通知があったので、同項の規定により措置の内容を次のとおり公表する。 

 

令和４年12月26日 

 

                        岐阜県監査委員  林   幸 広 

                        岐阜県監査委員  国 枝 慎太郎 

                        岐阜県監査委員  鈴 土   靖 

                        岐阜県監査委員  長 縄 直 子 

                        岐阜県監査委員  南   圭 一 
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Ⅰ 令和４年度定期監査の結果に基づき講じた措置の状況 

 

１ 令和４年度 

（単位：件） 

区分 

監査結果 措置済 今回措置を 

講じたもの ※ 

未措置 

A B C A-B-C 

指摘事項 53 26 7  20 

指導事項 81 31 7  43 

検討事項 1 0 0 1 

計 135  57 14 64 

 

※「今回措置を講じたもの」については、令和４年12月１日及び同月２日に知事等関係機関から通知が

あったもの 

（注）監査結果の区分については、次のとおり 

指摘事項：是正又は改善を求める事項のうち、その程度が重大なもの 

指導事項：是正又は改善を求める事項 

検討事項：事務の執行の適正化のため検討を求める事項又は他の機関の監査の結果として所管課に対

し是正若しくは改善を求める事項 

 

 

Ⅱ 定期監査の結果に基づき講じた措置     

 

１ 令和４年度 

（１） 監査結果（指摘事項）に基づき講じた措置 

商工労働部 

機関名 監査結果 講じた措置 

企業誘致課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年度岐阜県サテライトオフィ

ス誘致推進補助金に係る交付事務にお

いて、当該補助金交付要綱については

令和３年３月30日に一部改正の部長決

裁がなされ、同日付で施行することと

されていたにもかかわらず、決裁前の

交付要綱案を誤って交付要綱としてホ

ームページに掲載するとともに、当該

交付要綱案により交付事務手続が行わ

れていたので、速やかに措置するとと

もに、今後は適正に処理されたい。 

 

 

 

（原因） 

令和３年度の４、５月にホームペー

ジ掲示や事業者、関係者への周知など

補助金事業の運用を開始する際に、補

助金交付要綱の確定版と案段階の電子

データを取り違えたのが原因 

（講じた措置と今後の取組み） 

令和３年度岐阜県サテライトオフィ

ス誘致推進補助金の採択事業者３者に

電話とメールにより事情を説明すると

ともに謝罪し御理解をいただいた。 

再発防止策として、要綱タイトルに

運用年度を明記すること、本文末に運

用年度ではなく適用を開始する日付を
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  明記し要綱の混同を防止することと

し、令和４年８月のミーティングにお

いて係員に周知を行った。 
   

林政部 

機関名 監査結果 講じた措置 

森林研究所 

 

 

産業廃棄物の収集運搬及び処分業務

の委託契約事務において、廃棄物の処

理及び清掃に関する法律施行令（昭和

46年９月23日政令第300号）に定める書

面による契約が行われていなかったの

で、今後は適正に処理されたい。 

 

 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

施行令に定める書面による契約が必要

であることを認識しておらず、契約額

が３万円に満たない契約であったた

め、岐阜県会計規則第110条の規定によ

り、契約書の作成を省略できるものと

誤認した。  

予備監査後、会計員、出納員が、産

業廃棄物の適正な取扱いについて、廃

棄物の処理及び清掃に関する法律施行

令、同規則、条例等により再確認する

とともに、法令等をファイリングし事

務所内に設置した。  

今後は、産業廃棄物の収集運搬業務

及び処分業務を委託する場合には、書

面による契約を徹底するとともに、出

納員及び収支等命令者による確認を行

い、産業廃棄物処理の適正化を図る。 

森林文化アカ

デミー 

非常勤講師等の源泉所得税及び復興

特別所得税に係る支出事務において、

令和３年４月分及び令和３年12月分に

ついて、それぞれの納期限までに納付

されなかったことから、国税通則法

（昭和37年４月２日法律第66号）及び同

法施行令（昭和37年４月２日政令第135

号）の規定に基づき、不納付加算税

9,500円が支払われていたので、今後は

適正に処理されたい。 

源泉所得税及び復興特別所得税に関

して、法令を再確認するとともに、担

当職員に対して納期限内の支払いにつ

いて指導し、期限内納付の徹底を図っ

た。 

今後も、支払証と支払証確認書の突

合により出力漏れを防ぐとともに、カ

レンダーに支払日を記入して課内職員

で確認し、納付漏れのないよう徹底す

る。 
    

公安委員会 

機関名 監査結果 講じた措置 

組織犯罪対策

課 

 

 

 

公務中の１件の交通事故について、

損害賠償金として81,214円の費用負担

が発生するとともに、修繕料91,861円

（うち相手方負担分32,151円）が支払わ

れていたので、職員の交通事故防止に

当該職員に対して、事故の原因や背

景について聴取し、個別に交通事故防

止の指導教養を実施した。 

全職員に対しては、「運転時におけ

る安全確認」、「適切な車間距離の保
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ついて一層の徹底を図られたい。 

 

 

持」、「後退時の側乗者による誘導の

徹底」、「天候や道路状況に見合った

運転」など具体的な注意事項を指示す

るとともに、交通法規の遵守、交通安

全の遂行を周知徹底した。 

今後も引き続き、全職員に交通事故

防止に関する指導教養を実施し、再発

防止に努める。 

交通機動隊 公務中の２件の交通事故について、

損害賠償金として244,755円の費用負担

が発生するとともに、公用車が１台廃

車（評価額194,094円）となっていたの

で、職員の交通事故防止について一層

の徹底を図られたい。 

 

当該職員に対して、交通事故が公務

にもたらす影響及び再発防止策につい

て、幹部による個別指導を行った。 

また、全職員に対しては、朝会等に

おいて、隊長、副隊長が交通事故防止

に関する指導教養を実施するほか、職

務執行の適正についての事後検証に活

用するため当該車両のドライブレコー

ダーの映像をもとに、隊庭に事故現場

を再現、実際に配置した車両を用いて

当方及び相手方の当時の動きをシミュ

レーションすることで、当該状況にお

ける事故回避のための検証を実施し、

取締り中における危険性について再徹

底を図った。 

また、事故防止のためのグループ検

討において当該事故の主な原因が「相

手車両の動静不注視」「双方の優先意

識の高さ」及び「意思疎通の不徹底」

であることを確認し、今後は道路上に

おける危険予測の徹底や相手に対して

は安全に配慮した具体的な指示・誘導

を実施するなど今回の教訓を再確認

し、他山の石として安全運転意識の更

なる高揚を図った。 

今後もあらゆる機会を通じて指導を

行い、交通事故防止に努める。 

高速道路交通

警察隊 

 

 

 

公務中の２件の交通事故について、

損害賠償金として991,953円の費用負担

が発生するとともに、修繕料650,485円

（うち相手方負担分609,530円）が支払

われ、公用車が１台廃車（評価額

当隊では、それぞれの交通事故につ

いて検証を実施した。 

その結果、いずれの交通事故におい

ても、違反車両を追跡する際の高速度

が交通事故の原因のひとつであるた
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1,356,939円）となっていたので、職員

の交通事故防止について一層の徹底を

図られたい。 

 

 

め、事故職員に対しては、隊長及び副

隊長から交通取締り区間の選定及び相

勤者との連携、事故防止意識の徹底に

ついて個別指導を実施した。 

さらに、単独乗車時において交通違

反の取締りは、原則として行わないこ

とを徹底した。 

隊員に対しては、交通取締り時にお

いても、安全はすべてに優先する意識

付けを徹底するため、100ゼロ事故防止

５則の唱和、事故防止川柳の発表、慣

熟走行の実施及びヒヤリハット体験の

発表を実施した。 

また、自身の運転の傾向を客観的に

把握するため、全隊員を対象にＣＲＴ

運転適性検査を実施した。 

警備第一課 

 

 

 

公務中の１件の交通事故について、

修繕料82,214円が支払われていたの

で、職員の交通事故防止について一層

の徹底を図られたい。 

全職員に対し、車両乗降車時に公用

車100ゼロ事故防止10則を実践するよう

重ねて指導するとともに、小数班によ

る検討会の実施、運転技能訓練、点検

を行い、交通事故の再発防止を図っ

た。 

今後も機会を利用して交通事故防止

に関する教養を行うとともに、教養資

料等を発行し、交通事故防止の徹底に

努める。 

 

（２） 監査結果（指導事項）に基づき講じた措置 

健康福祉部 

機関名 監査結果 講じた措置 

感染症対策推

進課 

 

 

 

 

 

公務中にノート型パソコンを損傷さ

せた１件の毀損事故について、交換対

応（取得価格 87,536円）となっていた

ので、職員の毀損事故防止について一

層の徹底を図られたい。 

 

 

これまでもパソコン等物品の取扱い

について注意喚起を行ってきたが、今

回の事案を受け、改めて全職員に対し

物品の適切な使用及び管理について周

知徹底を図った。 

今後も定期的に注意喚起を行い、毀

損事故の再発防止に努める。 

 物品の管理事務において、宿泊療養

施設の居室に配備していたタブレット

１台（取得価格66,000円）を亡失して

今回の事案を受け、改めて宿泊療養

施設内の職員に対しタブレットの配備

状況の確認のほか、物品の適切な管理
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いたので、今後は物品管理の一層の徹

底を図るとともに、再発防止に努めら

れたい。 

について周知徹底を図った。 

今後も定期的に注意喚起を行い、再

発防止に努める。 

高齢福祉課  二酸化炭素濃度測定器（ＣＯ２セン

サー）の購入に係る特定調達契約（地

方公共団体の物品等又は特定役務の調

達手続の特例を定める政令の規定が適

用される調達契約）事務において、競

争入札により落札者を決定したとき又

は随意契約の相手方を決定したとき

は、その日の翌日から起算して72日以

内に岐阜県公報により落札者等の公示

を行うべきところ、行われていなかっ

たので、速やかに措置するとともに、

今後は適正に処理されたい。 

本事案については、令和４年10月14

日付けで岐阜県公報にて落札者の公示

を行った。 

今回の事案は、地方公共団体の物品

等又は特定役務の調達手続の特例を定

める政令及び岐阜県の物品等又は特定

役務の調達手続の特例を定める規則に

定める手続が漏れていたものであるた

め、同手続について課内で再確認する

とともに、今後は事務の進捗管理を徹

底するなど適正な事務処理に努める。 

 

わかあゆ学園  建設工事に係る契約事務において、

「県発注の建設工事及び建設工事に係る

測量・設計等業務並びに森林整備業務

の入札及び契約の過程並びに契約の内

容等に係る情報の公表について」の通

知に基づく契約情報の公表が行われて

いないものがあったので、速やかに措

置するとともに、今後は適正に処理さ

れたい。 

契約情報の公表が行われていなかっ

た案件については、速やかに公表措置

を行った。 

今後は、公表の対象となる案件を実

施する場合は、担当職員間で情報共有

するとともに、契約後は複数の職員で

公表済みであることを確認するよう、

チェック体制を強化することで再発防

止に努める。 

商工労働部 

機関名 監査結果 講じた措置 

旅券センター 図書の購入に係る支出事務におい

て、必要な見積書が徴取されていなか

ったので、今後は適正に処理された

い。 

 

 

「図書（発行所から購入する場合に

限る。）」を購入する場合は、岐阜県

会計規則取扱要領第141条関係第６項第

２号の規定により、見積書の徴収を省

略することができるが、今回の図書は

発行所からの購入ではない。この規定

について事務担当者が十分認識してい

なかった。また、収支等命令者等上席

職員が確認を怠ったため、必要な見積

書が徴収されていなかったものであ

る。 

これを受け、随意契約を行う際に、

見積書の徴収の要否を判断する場合

は、事務担当者並びに上席職員は、関
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係規定を必ず確認することを徹底し

た。 
   

県土整備部 

機関名 監査結果 講じた措置 

河川課 建設工事に係る契約事務において、

公共工事の入札及び契約の適正化の促

進に関する法律（平成12年法律第127

号）等に規定する契約情報の公表が行

われていないものがあったので、速や

かに措置するとともに、今後は適正に

処理されたい。 

契約情報の公表が行われていなかっ

た案件については、速やかに公表を行

った。 

今後は、公表対象となる案件につい

て職員間で情報共有するとともに、契

約後は複数の職員により契約情報の公

表を確認することで適正な契約事務に

努める。 
   

公安委員会 

機関名 監査結果 講じた措置 

組織犯罪対策

課 

他所属応援派遣中に当該所属のノー

ト型パソコンを損傷させた１件の毀損

事故について、修繕料42,900円が支払

われていたので、職員の毀損事故防止

について一層の徹底を図られたい。 

 

当該職員から損傷状況を聴取し原因

を究明するとともに、取扱いについ

て、個別指導を行った。 

全職員に対し、パソコンをはじめ全

物品の適切な取扱いや管理について周

知徹底をした。 

今後も引き続き、ことあるごとに注

意喚起を行い、物品の毀損事故防止に

努める。 
   

 


